予算要求資料
平成31年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費
	事業名　飛騨・美濃伝統野菜生産消費推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜果樹特産係　電話番号：058-272-1111（内2867）

　　　　　　　E-mail： c11423@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　240千円（前年度予算額：240千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	240
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	240

	要求額
	240
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	240

	決定額
	240
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	240


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・飛騨・美濃伝統野菜は、県内で古くから栽培されている特色ある野菜や果実で、これまでに２７品目を認証してきた。

・飛騨・美濃伝統野菜は、岐阜県の食文化を形成する希少な地域資源である。
・平成25年12月に「和食」が世界無形文化遺産に登録され、和食の良さが注目されてきており、飛騨・美濃伝統野菜を和食の食材として活用することにより、岐阜県に受け継がれる食文化の魅力を見直す契機となる。

・消費者への認知度を高め需要の拡大を図ることにより、生産拡大を推進する。

２）事業内容

・飛騨･美濃伝統野菜の生産実態把握(61千円)
・飛騨・美濃伝統野菜の生産拡大、ＰＲ支援、新規品目の掘り起し（179千円）
（３）県負担・補助率の考え方

県が認証し「ぎふ農業・農村基本計画」においてもその振興が位置付けられている飛騨・美濃伝統野菜の生産・消費対策について、県が負担することは妥当。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	154
	研修会講師旅費、業務旅費

	需用費
	70
	飛騨・美濃伝統野菜のＰＲ用消耗品資材、現地活動燃料費

	役務費
	16
	通信運搬費

	合計
	240
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
ぎふ農業・農村基本計画
（２）国・他県の状況

	都府県
	
	都府県
	

	福島県
	会津の伝統野菜：会津小菊かぼちゃなど１４品目
	石川県
	加賀野菜：金時草など１５品目

	山形県
	山形県おきたま伝統野菜：雪菜など１１品目
	大阪府
	なにわの伝統野菜：毛馬きゅうりなど１７品目

	愛知県
	あいちの伝統野菜：宮重大根など３５品目
	奈良県
	大和伝統野菜：大和いもなど１７品目

	岐阜県
	飛騨・美濃伝統野菜：沢あざみなど２７品目
	京都府
	京の伝統野菜：堀川ごぼうなど４１品目

	三重県
	みえの伝統野菜：松阪赤菜など６品目、伝統果実：４品目
	熊本県
	ひご野菜：水前寺もやしなど１５品目


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	○「飛騨・美濃伝統野菜」の生産組織等で構成するネットワーク組織の設立を推進。

○「飛騨・美濃伝統野菜」の認知度向上のための消費宣伝・情報提供の継続。

○地域固有の食文化の魅力を見直すことによる需要拡大、生産拡大の推進




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	各品目の生産規模が零細であり、また品目ごとに抱える課題がさまざまであることから、数値目標を設定することは困難。


（前年度の取組）

	○飛騨・美濃伝統野菜ネットワーク組織の設立に向けた実態把握



（前年度の成果）

	○飛騨・美濃伝統野菜ネットワーク組織の設立準備
　飛騨・美濃伝統野菜の生産組織代表者等で構成する組織を設立するため、アンケート調査を実施し品目毎に今後の課題等を洗い出した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	消費者からの注目度は高く、一部量販店等からは地域特産物の一つとして個性ある認証品目を求める声が高まっている。

需要拡大により生産意欲向上、生産拡大を図っていくため、消費ＰＲ活動を継続する必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	消費者、メディア等からの問い合わせは年間通じてコンスタントにあることから、これまでのＰＲ活動の成果であるといえる。

また、今後も継続して情報提供を行っていく必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	新聞、地元情報誌等メディアへの情報提供・掲載や、県・市町村等が実施するイベントなどに情報提供するなど、広範囲へのＰＲを実施し、生産地の活性化促進を図ることができた。


（今後の課題）

	生産基盤や生産体制の維持、生産意欲の向上のためには、需要拡大や注目度の高さだけでなく､地域固有の資源として地元食文化の魅力の再発見といった地域活動による産地の活性化を図っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	従来からのＰＲ活動に加え、地域の食文化や和食の素材としての活用を積極的に進め、認知度の向上と需要拡大による生産拡大に取り組む。




